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〔建設工事〕条件付き一般競争入札 入札説明書（電子入札用）

令和 5年 1月作成 勝山市

１．電子入札の実施について
入札に係る入札参加資格確認申請書及び入札書の提出は、入札担当者の使用に係る電子計算機

と入札に参加する者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織（以

下「電子入札システム」という。）を使用して行う。

なお、やむを得ない事由（天災、広域的停電、プロバイダ又は通信事業者に起因する事故等）

により電子入札システムを使用して入札参加資格の確認申請又は入札書の提出を行うことができ

ない者は、入札手続に支障がない場合に限り、入札担当者の承認を得て、紙による入札参加資格

確認申請書又は入札書の提出を行うことができる。

２．条件付き一般競争入札事前審査型について
条件付き一般競争入札事前審査型（以下「事前審査型入札」という。対象は、特定建設工事共

同企業体による入札参加とした場合等）は、入札前に、条件付き一般競争入札参加資格確認申請

書等の提出を受けて入札参加資格を有することを確認した上で、電子入札システムにより入札書

を提出し、開札を行った後、落札決定し契約を締結するものである。

３．条件付き一般競争入札事後審査型について
条件付き一般競争入札事後審査型（以下、「事後審査型入札」という。対象は、設計金額 130 万

円以上の建設工事）は、一般競争入札に参加する者の入札参加資格の確認を入札前に行わずに、

電子入札システムにより入札書を提出し、開札を行った後、最低入札価格提示者（以下「落札候

補者」という。）から条件付き一般競争入札参加資格確認申請書等の提出を受けて入札参加資格を

有することを確認した上で、落札決定し契約を締結するものである。

なお、次に掲げる場合は、次順位の入札価格提示者について入札参加資格の有無を確認するこ

ととし、以下同様とする。

○落札候補者が入札参加資格を有していないと確認した場合

○落札候補者の入札が無効の場合

４．入札参加条件に係る共通事項
（1）入札参加資格

入札公告に掲げるほか、次の要件に該当する者

○地方自治法施行令第 167 条の 4及び勝山市契約事務規則第 5条に該当していないこと。

○公告日から落札決定の日までの間のいずれかの日においても、営業停止処分又は本市の指名

停止（除外）措置を受けていないこと。

○落札決定までの間において、会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の

申立て又は民事再生法（平成 11年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされて

いる者（競争入札等参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

○申請書の提出期間の末日において、建設業退職金共済制度、中小企業退職金共済制度若しく

は特定退職金共済制度に加入している者又は退職一時金制度を有している者であること。

○役員（役員として登記又は届出はされていないが、事実上経営に参画している者を含む。）が、

暴力的組織（計画的又は常習的に暴力的不法行為を行い、又は行うおそれがある組織）、又は

その構成員等と密接な交際を有し、又は社会的に非難される関係を有していると認められる

者でないこと。

○共同企業体又は事業協同組合として入札に参加する場合は、その構成員又は組合員である者

は当該入札に参加することはできない。

(2)等級区分

勝山市における等級は、福井県の格付けを準用する。ただし、申請業者のうち福井県の格付け

のない者は、勝山市における格付けはＥ等級とする。
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(3)その他

入札公告に掲げる入札参加条件等及び本入札説明書に掲げる事項を満たさないものは、当該入

札を無効とする。

５．設計図書の閲覧等
（1）設計図書の閲覧等

設計図書等は、原則として、入札情報サービスシステム（インターネットによる入札・契約に

関する情報公開の機能、設計図書等を閲覧するシステム）に掲載する。（設計図書を閲覧するには

電子入札で使用する IC カードが必要）また、販売などその他の方法により行う場合は、入札公告

等において記載する。

設計図書等の閲覧（設計図書のダウンロード）をしなかった者又は入札執行者が閲覧したこと

を確認することができなかった者が行った入札は無効とする。

（2）設計図書に関する質問等

設計図書に関する質問は、入札公告に記載された期限までに、会社名及び代表者名を記載した

上で、設計図書等に関する質問書（要綱 様式第３号）を書面により工事担当課へ提出すること

ができる。質問に対する回答は、入札情報サービスシステムに公表する。

６．入札の方法等
○落札決定に当たっては、入札額として入力された金額に当該金額の 100 分の 10に相当する額

を加算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額）

をもって落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札額として入力

すること。

〇開札の結果、最低制限価格以上の価格で、かつ、予定価格の制限の範囲内での価格による入

札がないときは、1回に限り、再度の入札を行うことがある。

〇代表者（勝山市電子入札運用基準第 4条第 2項第 1号参照）でない名義の IC カードによる入

札は無効とする。ただし、次の規定により旧 IC カード使用通知書が出され、かつ入札手続き

に支障がないと認められる場合はその限りではない。

７．工事費内訳書の提出
○工事費内訳書は、入札参加者の適切な見積り努力を確認するための資料として提出を求める

ものであり、入札及び契約上の権利義務を生じるものではないが、提出を行わない場合や適

切な見積りを行っていないと認められる場合には、勝山市契約事務規則の規定に基づき、当

該入札参加者の行った入札を無効とする場合があることや、入札手続終了後、「勝山市工事等

契約に係る指名停止等の措置要領」に基づく措置等が行われる場合がある。

○工事費内訳書の様式は自由とするが、その記載内容は最低限、閲覧に供した設計図書に対応

し、直接工事費、間接工事費、一般管理費等の額及びその算出の基礎となる工種・種別等の

内訳（数量、単価、金額等）を明らかにした工事費内訳書としての内容を備えたものとする

こと。

〇電子入札システムを使用して送信する方法による場合は、入札書と同時に提出すること。

〇工事費内訳書は、入札担当者の使用に係る電子計算機のファイルに記録された後においては、

書換え、引換えまたは撤回をすることができない。

○工事価格と入札金額は同額であること。合併入札案件の場合は、各工事費内訳書の工事価格

合計額が入札金額と同額であること。同額でない場合は入札を無効とする。

【勝山市電子入札運用基準第 11 条第 3項第 5号】

入札等に使用する IC カードの名義人に退職、異動等の事由が生じたため、入札締切日時

までに後任名義の IC カードを使用して入札参加申込又は入札書等の送信ができない場合

は、速やかに競争入札参加資格者名簿の変更届を提出し、当該変更事由が生じた日から 30

日以内に、民間認証局に変更内容を反映した新しい IC カードの取得手続きを行い、かつ、

入札書受付締切日時の 1時間前までに旧 ICカード使用通知書を提出すること。
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○工事費内訳書に違算や不適切な事項の記載がある場合は入札を無効とする。

〇指定した日時及び方法により、工事費内訳書の提出を行っていない場合は入札を無効とする。

８．条件付き一般競争入札参加資格確認申請書等の作成及び提出
落札者又は落札候補者の決定の連絡は、電子入札システムにより行う。

落札者又は落札候補者は、次の（1）から（4）に掲げる書類（以下「申請書等」という。）を 1

部作成すること。

作成した申請書等は、事前審査型入札の場合は、入札公告において記載した日までに、事後審

査型入札の場合は、開札日の次の日（ただし、土曜日、日曜日、祝日及び閉庁日は除く。）の正午

までに電子入札システムにより提出すること。

電子入札システムにより提出された申請書等は、入札担当者の使用に係る電子計算機に備えら

れたファイルへの記録がされた時に到達したものとみなす。

申請書等の提出に使用する IC カードは、勝山市競争入札等参加資格者名簿に登録された代表者

の名義で取得したもので、かつ、IC カード情報を勝山市の電子入札システムに利用者登録したも

のとする。

申請書等は、勝山市ホームページ又は入札情報サービスシステムから入手（ダウンロード）で

きる。

申請書等の電子ファイルの形式は、Microsoft Word、Excel、PDF のいずれかとし、電子ファイ

ルの容量は 3MB 未満とする。

（1）条件付き一般競争入札参加資格確認申請書（要綱 様式第 4号）

○「住所・商号又は名称・代表者」を記入すること。

○「入札案件番号」及び「入札件名（工事名）」は、入札公告に記載されているものを記入する

こと。

○【添付書類】欄には、必要な書類をチェックすること。

○「問い合わせ先」欄は、提出した条件付き一般競争入札参加資格確認申請書について応答が

できる者を記載すること。

（2）配置予定技術者等調書（要綱 様式第 5号）（金額はすべて税込）

○落札した場合は、配置予定技術者を必ず契約締結日から工事完成届受理日まで配置すること。

○現場代理人、監理技術者及び主任技術者の変更は、建設工事の適正な施工の確保を阻害する

恐れがあることから、死亡、傷病又は退職等、真にやむを得ない場合を除き認めない。

○配置予定の現場代理人、監理技術者及び主任技術者について、他の工事の現場代理人や監理

技術者等と重複しているなど、当工事と兼務不可能な者をもって申請する場合には、誓約書

（別紙 参考様式 参照）及び当工事の契約工期の開始日までに重複関係が解消できること

（重複する工事が確実に完成すること）を証明する書類を提出すること。

【主任技術者又は監理技術者について】

①技術検定合格証明書又は監理技術者資格者証の写し（監理技術者証は表・裏両面の写し）を

添付すること。ただし、有効期限が過ぎているものは受理できないため注意すること。

②事前審査型入札の場合は資格確認の日、事後審査型入札の場合は開札日において、当該工事

を請け負った企業等と 3ヵ月以上の継続的な雇用関係を有すること。なお、雇用の確認は、

健康保険証等（以下「確認資料」）で行うため、確認資料の写しを添付すること。

③資格要件を実務経験により申請する場合は、実務経験証明書（別記第 3）を提出すること。

記載する実務経験については、必要に応じて別途確認書類（契約書等）の提出を求める場合

がある。実務経験のない者を実務経験者として提出した場合は、虚偽記載として指名停止措

置の対象とする。
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④勝山市発注の請負金額 250 万円以上の工事に配置する主任技術者は、事前審査型入札の場合

は資格確認の日、事後審査型入札の場合は開札日において、すべて勝山市発注工事に限り 3

件まで兼務することができる。（近接工事の場合は合わせて 1件とみなす。）

ただし、次のいずれかに該当する場合は、兼務できる工事の件数に含めない。

ア 勝山市発注の請負金額が 250 万円未満の工事

イ 災害復旧工事（応急復旧工事を含む。勝山市発注以外の工事の場合は、他の発注機関

が兼務を認めた場合に限る。）

⑤請負金額が 4,000 万円以上（建築一式工事にあっては 8,000 万円以上）となる工事は、専任

の主任技術者を配置すること。

⑥契約後に下請代金が 4,500 万円以上（建築一式工事にあっては 7,000 万円以上）になる場合

は、監理技術者を配置すること。

⑦専任の主任技術者又は監理技術者の配置が必要な工事において、配置予定の主任技術者又は

監理技術者は、事前審査型入札の場合は資格確認の日、事後審査型入札の場合は開札日にお

いて、次のとおり専任の者であること。

ア 営業所専任技術者でないこと。

イ 元請・下請問わず他の工事現場に係る職務（主任技術者、監理技術者又は現場代理人）

を兼務していないこと。

⑧建設業法第 26 条第 3項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（以下「特例監理技術者」

という。）及び監理技術者を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）を配置する場合

は、次のア～エの書類を提出すること。

ア 特例監理技術者の配置に関する届出書（別記第 4）

イ 監理技術者補佐の資格を確認するための資料（資格者証の写し等）

ウ 当該工事を請け負った企業と 3ヶ月以上の継続的な雇用関係にあることを確認するた

めの資料（健康保険証の写し等）

エ 特例監理技術者が兼務する工事を確認するための資料（コリンズの登録内容確認書等）

【現場代理人について】

①事前審査型入札の場合は資格確認の日、事後審査型入札の場合は開札日において、当該工事

を請け負った企業等と雇用関係を有すること。なお、雇用の確認は、健康保険証等で行うた

め、確認資料の写しを添付すること。

②事前審査型入札の場合は資格確認の日、事後審査型入札の場合は開札日において、勝山市発

注以外の工事の現場代理人に配置されていないこと。

③勝山市発注の請負金額 250 万円以上の工事に配置する現場代理人は、事前審査型入札の場合

は資格確認の日、事後審査型入札の場合は開札日において、次のア及びイの両方を満たす場

合にに限り 3件まで兼務することができる。（近接工事の場合は合わせて 1件とみなす。）

ア すべて勝山市発注工事であること。

イ 兼務する各々の工事の請負金額は 4,000 万円未満（建築一式工事の場合は 8,000 万円

未満）であること。（近接工事の場合は、各々の工事の請負金額の合計が 4,000 万円未満

であること。）

ただし、次のウ又はエのいずれかに該当する場合は、兼務できる工事の件数に含めない。

ウ 勝山市発注の請負金額が 250 万円未満の工事

エ 災害復旧工事（応急復旧工事を含む。勝山市発注以外の工事の場合は、他の発注機関

が兼務を認めた場合に限る。）

（3）施工実績調書（様式第 6号）

○入札公告において施工実績調書の提出が求められている場合、代表的な工事を記載（2件ま

で）すること。

○ＪＶ（共同企業体）の施工実績は、当該ＪＶ（共同企業体）の代表者とします。

○記載された施工実績の確認資料として、工事実績情報サービス（CORINS）に登録されている

データ（以下「工事カルテ」という。）の写しを添付すること。工事カルテの写しを添付する

ことができない場合は、契約書の写し等を添付すること。
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（4）その他

○入札公告に記載した入札参加条件の「等級区分等」において、総合評定値の点数及び平均完

成工事高を条件としている場合は、申請（開札）日前 1年 7ヶ月以内の日を審査基準日とす

る経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写しを添付すること。

９．条件付き一般競争入札参加資格の確認及び入札結果の通知
入札公告に記載したとおり。

１０．入札保証金及び契約保証金
入札公告に記載したとおり。

１１．入札手続等
（1）入札の無効

○入札公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書等に虚偽の記載をした者のした

入札及び入札に関する諸条件（入札公告、入札説明書及び仕様並びに諸法規等）に違反した

入札は無効とする。

〇電子入札心得、勝山市電子入札運用基準その他あらかじめ入札公告等において示した条件に

違反している者が行った入札

（2）入札の中止

○入札参加者の行為等により入札の公正性に疑義が生じたときは入札を中止する。

（3）最低制限価格又は調査基準価格及び失格基準価格

○入札公告において記載するとおり。

（4）開札の立会い

○電子入札システムにより開札処理を行うため、開札の立会を廃止する。

（5）落札者の決定方法

○勝山市契約事務規則第 13条第１項の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、

最低の価格をもって有効な入札をした者のうち、最低制限価格を設定する場合においては、

最低制限価格以上の入札をした者を落札者又は落札候補者とし、調査基準価格及び失格基準

価格を設定する場合においては、調査基準価格を下回り、かつ、失格基準価格以上の価格で

申込みが行われた場合、落札者の決定を保留し、当該申込みに係る価格により当該契約の内

容に適合した履行がされるかを調査（低入札価格調査）したのち、落札者又は落札候補者を

決定する。

○事後審査型入札における入札参加資格の審査は、落札候補者を対象として、入札者の中から

入札価格の低い順に実施し、入札参加資格を満たしている者 1人が確認できるまで行い、落

札者を決定する。

○落札者又は落札候補者となるべき価格と同一価格の入札をした者が 2人以上ある場合は、電

子くじにより落札者又は落札候補者を決定するものとする。

○事後審査型入札において、同一入札日における複数の入札に応札し、開札の結果、複数の案

件で落札候補者となった場合において、配置可能技術者（主任（監理）技術者、現場代理人

を含む。）数を超過する場合は、入札案件番号が若い順で落札決定します。

○配置可能技術者がいない場合は、応札できません。

（例）配置可能技術者が１組の場合、同一入札日における５件の入札に応札し、開札の結

果、3件落札候補者となった場合は、入札案件番号が一番若い 1件を落札決定とします。
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１２．条件付き一般競争入札におけるペナルティついて
入札において、落札者又は落札候補者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合又

は必要書類を提出しなかった場合は、指名停止措置（１ヶ月）とします。

１３．議会の議決
この入札に係る工事の契約が、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和３９年勝山市条例第９号）第２条に規定する契約に該当する場合には、落札後に仮契約

を締結するものとする。この場合においては、議会の議決を得たときに限り、当該仮契約を本契

約とみなす。

仮契約の締結後議会の議決までの間に、仮契約を締結したもの（共同企業体にあってはその構

成員の１）が勝山市から入札参加資格の制限又は指名停止若しくは指名除外を受けた場合は、当

該仮契約を解除し、本契約を締結しないことができる。この場合において、市は当該仮契約の解

除につき一切の損害賠償の責めを負わない。

１４．本件工事の施工内容に関する問い合わせ先
入札公告に記載する工事担当課

１５．本件工事の入札手続に関する問い合わせ先
入札公告に記載する契約担当課

１６．その他
○入札参加者は、勝山市契約事務規則、勝山市工事請負契約約款、勝山市建設工事競争入札等

実施要綱、電子入札心得、勝山市電子入札運用基準、設計図書及びその他契約条件に従い入

札すること。

○入札参加者は、法令を遵守すること。

○入札説明書を入手した者は、これを本入札手続以外の目的で使用しないこと。

○提出された申請書等に虚偽を記載した者は、指名停止措置を行うことがある。

○この入札説明書に記載する様式等については、勝山市ホームページ又は入札情報サービスシ

ステムからダウンロードすること。

○電子入札システムへのアクセスが集中することによりレスポンスが低下することがあるため、

入札書等の提出にあたっては十分な作業時間を確保すること。
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要綱 様式第３号（第１９条関係）※太枠内を記入してください。

年 月 日

勝山市長 様

住 所

商号又は名称

代 表 者

設計図書等に関する質問書

入札案件番号

入札件名

（工事名）

質
問
事
項

【注意事項】

・設計図書に関する質問事項がある場合は、入札書提出期限日の２日前（ただし、土曜日、日

曜日、祝日及び閉庁日は除く。）までに書面により工事担当課に提出しなければならない。

・質問に関する回答は、ホームページ及び入札公告に定める場所において、設計図書の閲覧期

間内に公表するものとする。
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要綱 様式第４号（第２１条関係）※太枠内を記入してください。

年 月 日

勝山市長 様

住 所

商号又は名称

代 表 者

条件付き一般競争入札参加資格確認申請書〔建設工事〕

下記工事の条件付き一般競争入札について、入札参加資格を確認されたく、次のとおり添付書類

を添えて申請します。

入札案件番号

入札件名（工事名）

【添付書類】（提出するものの□に「レ」印又は■（塗潰し）をすること）

□ 配置予定技術者調書

□ 配置予定技術者調書の確認資料（配置予定の主任技術者又は監理技術者の技術検定合格

証明書又は監理技術者資格者証の写し及び雇用関係を確認できる書類の写し）

□ 施工実績調書（※入札公告において施工実績を条件に設定している場合に限る。）

□ 施工実績調書の確認資料（※入札公告において施工実績を条件に設定している場合に限

る。）

□ 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し

（※入札公告において、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の総合評定値及び平

均完工高が一定の点数以上であることを求めている場合のみ必要）

【誓約事項】

・本件工事に係る配置予定技術者について、すべて勝山市発注の工事で現場代理人が 2件以

上の工事を兼務していません。又、請負代金が 3,500 万円以上（建築一式工事の場合 7,000

万円以上）の工事の専任の主任技術者及び現場代理人ではありません。

・自社又は他の入札参加者が行った行為により、当該入札の公正性に疑義が生じ、勝山市に

おいて当該入札の中止等いかなる処置をとられても、一切の異議申立てをしません。

・この申請書や添付書類に記載漏れや誤記載があることにより落札決定されなかった場合で

も、一切の異議申立てをしません。

【連絡先】

担当者： 電話番号：

記載漏れ等がないか簡単な確認を行い受け付けましたが、条件を

満たしているかどうか、落札者として決定するかどうかは、後日書

類を精査し、勝山市建設工事競争入札等実施要綱の規定に基づき決

定しますので、この申請をもって決定することを保証するものでは

ありません。

〔勝山市受付印〕
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要綱 様式第５号（第２１条関係）※太枠内を記入してください。

年 月 日

勝山市長 様

住 所

商号又は名称

代 表 者

配置予定技術者等調書〔建設工事〕

下記調書のとおり相違ないことを誓約します。

入札案件番号

入札件名（工事名）

【主任技術者等】

技術者氏名等
主任技術者 氏名 生年月日

監理技術者 氏名 生年月日

法令による

資格・免許等

上記技術者の

手持ち工事状況

重複申請の

有無

無 ・ 有

※「有」の場合は下記に必ず記入すること。

１

工事名

発注者

契約金額 円（税込）

工期 年 月 日 ～ 年 月 日

従事役職 現場代理人・主任（監理）技術者

２

工事名

発注者

契約金額 円（税込）

工期 年 月 日 ～ 年 月 日

従事役職 現場代理人・主任（監理）技術者

３

工事名

発注者

契約金額 円（税込）

工期 年 月 日 ～ 年 月 日

従事役職 現場代理人・主任（監理）技術者

【添付資料】 ・技術検定合格証明書又は監理技術者資格者証（表・裏両面）の写し

・兼務不可能な者を配置予定技術者で申請する場合は、誓約書及び当工事の契約工期の開始日までに重複

関係が解消できることを証明する書類

・資格要件を実務経験により申請する場合は、実務経験証明書・雇用関係を確認できるものの写し（健康

保険証等）
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勝山市チェック欄 ※記入しないでください

【現場代理人】

現場代理人氏名等 氏 名 生年月日

上記現場代理人の

手持ち工事状況

重複申請の

有無

無 ・ 有

※「有」の場合は下記に必ず記入すること。

１

工事名

発注者

契約金額 円（税込）

工期 年 月 日 ～ 年 月 日

従事役職 現場代理人・主任（監理）技術者

２

工事名

発注者

契約金額 円（税込）

工期 年 月 日 ～ 年 月 日

従事役職 現場代理人・主任（監理）技術者

３

工事名

発注者

契約金額 円（税込）

工期 年 月 日 ～ 年 月 日

従事役職 現場代理人・主任（監理）技術者

【添付資料】 ・雇用関係を確認できるものの写し（健康保険証等）

・兼務不可能な者を現場代理人で申請する場合誓約書及び当工事の契約工期の開始日までに重

複関係が解消できることを証明する書類

主
任
技
術
者

□当該工事の工種に対応する資格等か（資格者証等で確認）

□事後審査型入札の場合は開札日において、当該工事を請け負った企業等と 3ヵ月以上の継続的な雇用

関係があるか（健康保険証等で確認）

□他の工事の専任の主任技術者、監理技術者又は現場代理人として配置されていないか（CORINS で確認）

□当該工事の請負金額が 250万円以上の場合、勝山市発注の請負金額 250万円以上の手持ち工事が 2

件以内か

□その他（ ）

現
場
代
理
人

□事後審査型入札の場合は開札日において、当該工事を請け負った企業等と雇用関係があるか（健康保

険証等で確認）

□他の工事の専任の主任技術者、監理技術者又は現場代理人として配置されていないか（CORINS で確認）

□当該工事の請負金額が 250万円以上の場合、勝山市発注の請負金額 250万円以上 4,000万円未満（建

築一式工事の場合は 250万円以上 8,000万円未満）の手持ち工事が 2件以内か

□その他（ ）
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別紙

（参考様式）配置予定技術者等が契約工期の開始日までに他の工事との重複関係が解消できるこ

とを誓約する書類

令和 年 月 日

勝山市長 様

企業名

代表者名 印

誓 約 書

（工事名、工事場所を記入） の入札参加資格確認申請において、様式第５号によ

り申請した （申請している役職名（現場代理人、監理技術者等など）を記入） につ

いては、事前審査型入札の場合は資格確認の日、事後審査型入札の場合は開札日において、

（他の工事の監理技術者等、兼任できないものを記入） になっておりますが、当工事の契約

工期の開始日にはその任を離れ （申請している役職名（現場代理人、監理技術者等など）を

記入） としての職務に支障がないことを申し上げます。

なお、当工事の契約工期の開始日において適切に配置できない場合は、当工事の契約の締結を

辞退するとともに、そのことを理由とする指名停止等の措置を受けても異議はございません。

【添付書類】

当工事の契約工期の開始日までに重複関係が解消できること（重複する工事が確実に完成するこ

と）を証明する書類
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要綱 様式第６号（第２１条関係）※太枠内を記入してください。

年 月 日

勝山市長 様

住 所

商号又は名称

代 表 者

施工実績調書〔建設工事〕

入札案件番号

入札件名（工事名）

項 目 １ ２

工
事
名
称
等

工事名

発注者名

施工場所

最終請負金額

（消費税を含む。）

工 期

受注形態

工事内容

【注意事項】

・入札公告において施工実績調書の提出が求められている場合、代表的な工事を記載（2件まで）する
こと。

・ＪＶ（共同企業体）の施工実績は、当該ＪＶ（共同企業体）の代表者とします。

・記載された施工実績の確認資料として、工事実績情報サービス（CORINS）に登録されているデー
タ（以下「工事カルテ」という。）の写しを添付すること。工事カルテの写しを添付することができ

ない場合は、契約書の写し等を添付すること。
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別記第３
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別記第４ ※太枠内を記入してください。

年 月 日

勝山市長 様

住 所

商号又は名称

代 表 者

特例監理技術者の配置に関する届出書〔建設工事〕

建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術者（以下「特例監理技術者」

という。）及び監理技術者を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）の配置について、以

下のとおり届出します。

工 事 名

当該工事現場に配置する

特例監理技術者の氏名

当該工事現場に専任配置する

監理技術者補佐の氏名

特例監理技術者が兼務する

工事の名称及び施工場所等

工 事 名：

施工場所：

発注機関名：

【添付書類】

①監理技術者補佐の資格が確認できる書類（資格者証、免許証など）の写し

②当該工事を請け負った企業と３ヶ月以上の継続的な雇用関係が確認できる書類の写し

③特例監理技術者が兼務する工事のコリンズ等の写し


